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はじめに 

 卒業論文の執筆にあたり、全体的な土台としたいと考えている論文があります。三田商学研究学生論文

集のために書き上げた「消費者意思決定プロセスへの影響における広告媒体間差異 ～Howard のニューモ

デルの拡張を基礎にして～」という論文です。卒業論文では、この論文を土台と捉え、更に質の高い論文

を仕上げたいと考えています。 

 

本稿の流れ 

 第 1章：はじめに（問題意識と研究目的の提示） 

 第 2章：既存研究のレビュー  

 第 3章：広告媒体と消費者意思決定の関係を表したモデルの提示 

 第 4章：調査仮説と調査方法の提示 

 第 5章：分析の結果と考察 

 第 6章：おわりに  

 

第 1 章について 

 ここでは、問題意識と研究目的の提示がなされますが、基本的には三田商で紹介されているものと大差

のないものになると思われます。しかしながら、卒業論文の基礎となるモデルとしては、三田商の Howard

のニューモデルから、何か新しいモデルに変更されることもありえるでしょう。  

 

◎三田商で紹介されている問題意識と研究目的 

広告については、これまでにも様々な研究が行われてきている 1)。しかしながら、広告媒体に焦点をあわせた研究 2)

の広告研究全体の中で占める割合は、他の広告関連の研究に比べて低いと言える。特に各広告媒体の機能の差異につい

ては研究が遅れているようである。本稿の目的は、3 つの焦点から、マスコミ 4 媒体（テレビ、ラジオ、新聞、雑誌）

の機能の差異を明確化することである。研究方法は、幾つかの研究焦点から各広告媒体の機能の差異を同一のモデルの

中で表現するために、応用性の高い Howard のニューモデル 3)の拡張を行い、その中で消費者意思決定と各広告媒体の関

係を明確化するというものである。 

 

 

                                                 
1) 例えば、清水 (1980)。 
2) 例えば、仁科 (1999)。 
3) Howard (1989) あるいは、わが国における清水(1991)を参照のこと。 
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第 2 章について 

 ここでは、三田商よりも豊富な既存研究のレビューを取り扱う予定です。具体的には、広告媒体の特性

に関するより多くの既存研究や消費者の意思決定プロセスに関する既存研究のレビューの充実を目指しま

す。卒業論文の基礎となるモデルのレビュー等もここで行う予定です（卒業論文の基礎となるモデルを

Howardのニューモデルにするか、もしくは新しいモデルにするかは、検討中です）。 

 

◎三田商で紹介されている既存研究のレビューの概要 

1. 各広告媒体の特性に関するレビュー 

2. Howardのニューモデルのレビュー 

3. Petty & Cacioppo の精緻化見込みモデルのレビュー 

4. Fishbein & Ajzenの行動意図(behavior intention)モデルのレビュー 

 

第 3 章について 

 ここでは、各広告媒体と消費者意思決定の関係を表現したモデルの提示を目指して、本論分の基礎とな

るモデルの拡張を行います。三田商で行ったモデルの拡張に加えて、新しい研究焦点からの拡張もここで

行われます。新しい研究焦点を考案し、モデルを拡張させることによって、更に多くの広告媒体と消費者

意思決定の関係を表現した仮説を生み出すことが可能となります。下に示されているのは、三田商で最終

的に提示されたパス図ですが、卒業論文では、論文の基礎となるモデル自体変更される可能性があるため、

全く違うモデルが提示されると考えられます。 

 

◎三田商で最終的に提示されたモデル（Howardのニューモデルが基礎となっている） 

            ブランド認識  

 

 

 

 

 

 

 

態度  

 

 

                                   

                                   

 

 

TV広告 

ラジオ広告 

新聞広告  

雑誌広告  

ブランドの価値 

属性水準  

購買意図 

周辺的情報の価値 

ブランド普及感 主観的規範 
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第 4 章について 

ここでは第 2章、第 3章の議論に基づいて、調査仮説が形成されます。提示される調査仮説とは、各広

告媒体と消費者意思決定の関係を描写したもので、卒業論文では当然のことながら三田商よりも多くの仮

説を形成する必要があります。そして、幾つかの調査仮説に対して実証分析を行うための調査方法が検討

されます。三田商では、7段階のリカート尺度法を用いた質問表を作成し、110 の回答を得て、共分散構造

分析を行うために、共分散構造分析を行いました。 

 

今後の方向性 

1. 豊富な既存研究をレビューするために、関連図書を読みあさる。 

2. 本論分の基礎となる新しいモデルを提示するにふさわしいモデルを探索する。 

3. 三田商では解決できなかった幾つかの問題が、再度起こることを事前に予測し、解決策を考える。 

4. 三田商よりも更に良い論文を仕上げるための施策を考える。 
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